
為替週間展望＝ドル円は１５０円台後半を中心に荒れた動きか

　　　　　　　　　　［５月４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 27 日～ 5 月 1 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  159.37   160.72(30)    155.50( 1)    156.18   -3.20

ユーロ・ドル  1.1713   1.1755(27)    1.1655(30)    1.1737   +0.0015

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    59,513.12     -203.06     日本10年債利回り   2.516   +0.039

ダウ平均株価    49,652.14     +421.43     米10年債利回り     4.371   +0.070

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

４日　　豪３月住宅建設許可件数

　　　　独４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米３月製造業受注

５日　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　スイス４月消費者物価指数

　　　　カナダ３月貿易収支

　　　　米３月貿易収支

　　　　米４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米４月ＩＳＭ非製造業景況指数、米３月新築住宅販売件数

　　　　米３月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数

６日　　ＮＺ第１四半期雇用統計

　　　　中国４月レイティングドッグサービス業ＰＭＩ

　　　　独４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏３月生産者物価指数

　　　　米４月ＡＤＰ雇用統計

　　　　カナダ４月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

７日　　日銀金融政策決定会合の議事要旨（３月１８・１９日分）

　　　　豪３月貿易収支

　　　　独３月製造業受注指数

　　　　スイス４月雇用統計

　　　　ユーロ圏３月小売売上高

　　　　米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米３月建設支出

８日　　独３月貿易収支、独３月鉱工業生産指数

　　　　カナダ４月雇用統計

　　　　米４月雇用統計

　　　　米５月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

９日　　中国４月貿易収支

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】引き続き米国とイランの戦闘終結に向けた協議の行方が注視され

る。原油価格は高水準で推移しており、エネルギー価格を起点としたインフレへの警戒

感は根強い。米国とイランを巡るニュースヘッドラインに左右されやすい展開が見込ま

れる中、ドル円は底堅い動きを続ける公算が大きい。１６０円の大台に接近すると政
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府・日銀による介入警戒感から上値は抑えられやすくなるものの、下値も限定的になる

とした。

　　　　

【ＦＯＭＣでは政策金利は据え置き】

　４月２８日の日銀金融政策決定会合の結果を受けて、円買いが一時強まった。市場予

想通り政策金利の据え置きが決定したものの、３名の委員が１．００％への利上げを主

張したことがサプライズとなり、円買いに傾く場面があった。また、同時に公表された

展望レポートにおいて、２０２６年度の物価見通し（生鮮食品を除くＣＰＩ）が前回の

＋１．９％から＋２．８％へ大幅に引き上げられたことも円買いを誘い、一時１５９円

近辺まで値を上げた。

　　

　しかし、午後３時３０分からの植田総裁の記者会見では、将来的な利上げ可能性に言

及しつつも、「６月よりもう少し先のデータで物価上昇が表れる可能性がある」と発

言。これにより６月利上げの可能性が後退したとの受け止めが広がり、一転して１５９

円台後半まで円売りの動きが加速する展開となった。

　　

　２９日、トランプ大統領がイラン封鎖の長期化に備えるよう指示したと伝わると、原

油価格が１０８ドル台まで急伸。これに伴うインフレ懸念からドル高の動きが進み、ド

ル円は１６０円の節目を突破した。その後、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、

政策金利は大方の予想通り据え置きとなったものの、委員の見解が分かれ、採決は８対

４での据え置きとなった。ハマック、カシュカリ、ローガンの３委員が緩和的スタンス

に反対票を投じた一方、ミラン理事はこれまで通り利下げを主張。市場では年内の利上

げ期待が一部で復活するなど、全体としてタカ派な印象となった。一連の流れを受けて

ドル円は１６０．４７円近辺まで上昇した。

　　

　３０日の東京市場ではドル高円安が進み、ドル円は１６０．７０円台まで上昇、一時

２０２４年７月以来の水準を付けた。その後、１７時ごろに片山財務相が「いよいよ断

固たる措置をとるタイミングが近づいている」と発言したことで、相場は円高方向に振

れた。さらに三村財務官が「非常に投機的な動きが高まっている。いよいよ断固たる措

置を取る時が近づいている。最後の退避勧告だ」と強くけん制したことで、一時１５５

円台半ばまでドル売り円買いが加速した。短時間で５円前後の急落となったことで、政

府・日銀によるドル売り・円買い介入が実施されたとの見方が強まっている。

　　

【米雇用統計など雇用関連指標に注目】

　５月４日の週に予定される日米の経済指標やイベントは、４日に米３月製造業受注、

５日に米３月貿易収支、米４月サービス業ＰＭＩ確報値、米４月ＩＳＭ非製造業景況指

数、米３月新築住宅販売件数、米３月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数、６日に米

４月ＡＤＰ雇用統計、７日に米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生

産性指数、米３月建設支出、８日に米４月雇用統計、米５月ミシガン大学消費者信頼感

指数速報値などがある。

　　

　５月４日の週は、８日公表予定の米４月雇用統計を中心に、市場注目度の高い経済指

標の発表が相次ぐ。主な経済指標の事前予想と前回値は次の通り。５日の米４月ＩＳＭ

非製造業景況指数の事前予想５３．７（前回５４．０）、米３月雇用動態調査（ＪＯＬ

ＴＳ）求人件数の事前予想６８０．３万人（前回６８８．２万人）、６日の米４月ＡＤ

Ｐ雇用統計の事前予想７．０万人（前回６．２万人）、８日の米４月雇用統計は非農業

部門雇用者数の事前予想は６．０万人増（前回１７．８万人増）、失業率の事前予想

４．３％（前回４．３％）。

　　

　イラン紛争は長期化の様相を呈しており、原油価格の高止まりは当面続く見通しだ。

原油高はインフレ警戒につながり、「有事のドル買い」を誘発しやすい。米経済指標も

おおむね堅調な結果が見込まれる中、これらもドルの下支え要因となりそうだ。一方

で、日本の金融当局による円安けん制や介入警戒感は、ドル円の上値を抑える要因とな

ろう。こうした中、ドル円は１５０円台後半を中心に荒れた動きになるとみられる。目

先の予想レンジは１５２．００～１５９．５０円。

　　

【ＥＣＢもＢＯＥも政策金利は据え置き】

　４月３０日に開催された欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利は据え置きと

なった。声明では、「インフレの上方リスクと成長の下方リスクが強まっている」「短



期的なインフレ期待は大幅に上昇している」としたうえで、「状況を注視し、適切な金

融政策スタンスを決定するため、データ依存かつ会合ごとのアプローチを採用する」

「特定の金利経路を事前に約束せず」との方針を示した。

　　

　理事会後の記者会見で、ラガルド総裁は「インフレリスクは上振れ傾向にある」「不

確実性が非常に高いため、次回の会合ですべての課題を見直す必要がある」と指摘。

「今回の会合では、利上げの可能性を含め、さまざまな選択肢を協議した。情報を得て

決断を下すうえで、今後６週間が重要」などと述べ、従来と比べて利上げに前向きな、

踏み込んだ内容となった。

　　

　ドル円が介入への警戒感から急激にドル安円高へ振れた影響を受け、ユーロドルは

１．１６台後半から１．１７台前半まで上昇した。その後は利益確定売りなどに押され

て下げに転じるなど、荒れた動きとなった。ＥＣＢによる利上げ期待は高まりつつある

ものの、地政学リスクに伴う「有事のドル買い」の影響も根強く、ユーロドルは緩やか

な上昇を続けるとみられる。目先の予想レンジは１．１５００～１．１８５０ドル。

　　

　４月３０日に開催された英中銀（ＢＯＥ）の金融政策委員会（ＭＰＣ）では、政策金

利の据え置きが決定した。ＭＰＣ委員による採決結果は８対１の「票割れ」となり、ピ

ル・チーフエコノミストのみが０．２５％の利上げを主張して反対票を投じた。

　　

　会合後の記者会見でベイリー総裁は、「英国の経済状況と中東の不確実性を踏まえ、

政策金利を３．７５％に据え置くことが妥当と判断した」と説明。一方で、「エネルギ

ー価格高騰の影響が波及するなか、今年の消費者物価指数（ＣＰＩ）は上昇する見通

し」と指摘した。また、「中東での戦争が英国のインフレ見通しに重大な影響を与えて

おり、世界的な価格高騰の影響を金融政策で完全に防ぐことはできない」「紛争が長引

くほど、その影響は深刻化する」などと述べ、エネルギー供給の混乱次第では将来的な

利上げが必要になるとの見解を明らかにした。

　　

　ベイリー総裁の記者会見では、次回の６月会合での利上げに関する直接的な言及はな

かった。しかし、中東紛争に伴うエネルギー価格の上昇と、その波及効果に対する警戒

感は依然として強く、これが市場での利上げ観測を根強く支えている。一方で、「有事

のドル買い」の動きも根強いため、ポンドドルは強弱材料が交錯する中、もみ合いなが

らも緩やかに上値を追う展開が続くとみられる。目先の予想レンジは１．３４００～

１．３８００ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標としては、４日に豪３月住宅建設許可件数、独４月製造業

ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値、英４月製造業ＰＭＩ確報値、５日に

豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、スイス４月消費者物価指数、６日にＮＺ第１四半期雇用統

計、中国４月レイティングドッグサービス業ＰＭＩ、独４月サービス業ＰＭＩ確報値、

ユーロ圏４月サービス業ＰＭＩ確報値、英４月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏３月

生産者物価指数、７日に豪３月貿易収支、独３月製造業受注指数、ユーロ圏３月小売売

上高、８日に独３月貿易収支、独３月鉱工業生産指数、９日に中国４月貿易収支などが

予定されている。
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